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11 香港における新型コロナウイルス感染症の状況 

～ ゼロ・コロナ政策の推進 ～ 

（参考）１香港ドル＝14.13 円（2021 年期中平均） 

 

図 特 11-1 人口 100 万人当たりの新規感染者数および新規死亡者数（7 日間移動平均） 

 

出典：Our World in Data 

 

注：下記記載の内容は２０２２年１月１４日時点のもの。特に香港政府の新型コロナ政策は

頻繁に変更されるため、最新の情報は以下参考に記載の香港政府新型コロナウイルス感

染症サイトを参照のこと。 

 

（１）概要 

香港では２０２１年５月末に第４波が終息し、それ以降、新型コロナの感染報告は、

ほぼ輸入症例にとどまり、域内感染は少なく落ち着いた状況が続いていた。しかし、２

０２１年１１月末のオミクロン変異株の出現を受け、海外からの入境者からの感染を

発端に域内でクラスター事例が発生、香港政府は再び防疫措置を強化することとなっ

た。検疫なしでの中国本土との往来再開が喫緊の課題となっており、その実現に向け、

香港政府は中央政府の関係者及び専門家との協議を重ねている。 



2 
 

 

（２）水際措置（入国制限・出国制限 等） 

   香港政府は、各国・地域の感染状況によってグループ分けを行っており、グループご

とに入境条件が異なる。世界的なオミクロン変異株の感染拡大を受け、２０２２年１月

現在ほとんどの国・地域がグループ A（ハイリスク国）に指定されている。日本も含ま

れるグループ A 国・地域から香港に入境できるのは、ワクチン完全接種者である「香

港居民（香港 ID 所持者又は長期滞在ビザ等の有効なビザを持つ者）」のみ。入境者は、

香港向け航空機の搭乗に当たり、離陸予定時刻から４８時間以内に取得した PCR 検査

陰性証明書（ISO15189 の認定又は政府機関の認定のある研究所又は医療機関等にて発

行されたもの。指定要件あり。）及び香港の指定検疫ホテルにおける宿泊予約確認書（２

１泊以上）の提示が必要である。また、指定検疫ホテルに滞在中、６回の義務的ウイル

ス検査を行う。更に、入境後２６日目（入境日を１日目としてカウント）には、地区検

査センターにおいて義務的ウイルス検査を行う。なお、オミクロン変異株の流行国・地

域に関しては、さらに措置が強化されており、入境後４日間は検疫センターでの滞在が

義務化されており、その後指定検疫ホテルにおいて１７日間滞在することとなる。 

 

（３）国内の行動制限（ロックダウン、マスク着用義務、集会禁止、入店規制、接触確認ア

プリ 等） 

   マスク着用義務、集団制限（公共の場においては４名まで）、飲食店をタイプ別に分

け営業時間及び１卓に着席可能な人数を限定、また従業員及び顧客のワクチン接種の

有無によっての飲食店の運営種別を行っている。Leave Home Safe(「安心出行」)アプ

リを利用し、各店舗における QR コードを読み込み、同店内の滞在時間を記録するシス

テムがある。新型コロナ陽性者が同一の住居ビル又は職場等に滞在していたことが確

認された場合、政府当局の判断により、同場所に滞在していた者は義務的検査の対象者

となる。 

 

（４）検査（PCR 検査、抗原検査、ラテラルフロー検査 等） 

   香港政府が有効と認めている検査方法は PCR 検査のみ。域内で PCR 検査を受ける

場合は鼻腔・咽頭ぬぐい（combined nasal and throat swab）の指定がある。 

 

（５）隔離（病院入院、療養施設入所、自宅待機 等） 

政府当局により濃厚接触者と判断された場合、政府運営の検疫センター にて１４

日間の隔離義務が課される。また、隔離後も７日間の自己観察（１日２回の検温の実施

等）が必要となる。 

 

（６）ワクチン（製造元、１回目、２回目、ブースター、任意接種、接種義務、集団接種 等） 
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   香港政府は２０２１年２月からワクチン接種プログラムを開始（３回目接種は同１

１月から開始）。接種可能なワクチンはシノバック製ワクチン（コロナバック）（５歳以

上対象）及び復星医薬／BioNTech 製ワクチン（コミナティ）（５歳以上対象）の２種類

で選択可能。地域ワクチン接種センター、一般外来診療所や民間クリニック等で接種可

能（無料）。接種は任意だが、２０２２年２月から飲食店に入店する場合は最低１回の

ワクチン接種を終えていることが義務化された。 

 

（７）経済支援（事業主への給付金 等） 

   香港政府は新型コロナで経営に打撃を受けた業界を支援する目的で防疫抗疫基金を

２０２０年２月に３００億香港ドルで設立。同年４月に第２弾として １，３７５ 億香

港ドル、同９月に第３弾で２４０億香港ドル、同１２月にも第４弾で ６４億香港ドル

を追加し、関連業界に補助金や見舞金を給付。２０２２年１月に同基金の枠組みによる

新型コロナ経済対策の第５弾（３５．７億香港ドル）を実施することも発表されている。 

 

（参考） 

●香港政府新型コロナウイルス感染症情報サイト 

https://www.coronavirus.gov.hk/eng/index.html 

●香港政府ワクチン情報サイト 

https://www.covidvaccine.gov.hk/en/ 

●在香港日本国総領事館 新型コロナウイルス Q＆A 

https://www.hk.emb-japan.go.jp/itpr_ja/00_000494.html 
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